
新生児聴覚スクリーニング後の精密聴力検査機関実態調査

調査年度別の初診０歳児数/両側難聴児数/療育開始児数

5000

4000

3000

2000

1000

2745

3309

3887
4166

4488
4672

666 849 1019
1162 1201 1222

429 522 619 737 730 759

0歳児数

両難聴児数

療育児数

2006 2008 2010 2012 2014 2016

全国

（人数）

図１



0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

１
７
石
川

４
２
⾧
崎

３
０
和
歌
山

１
８
福
井

３
１
鳥
取

４
５
宮
崎

０
６
山
形

３
５
山
口

１
６
富
山

４
６
鹿
児
島

０
８
茨
城

４
０
福
岡

２
２
静
岡

２
７
大
阪

３
７
香
川

１
５
新
潟

０
４
宮
城

４
３
熊
本

０
５
秋
田

３
３
岡
山

１
９
山
梨

２
１
岐
阜

３
９
高
知

３
４
広
島

１
０
群
馬

２
４
三
重

０
９
栃
木

１
２
千
葉

２
５
滋
賀

２
８
兵
庫

０
２
青
森

０
７
福
島

０
３
岩
手

３
６
徳
島

１
３
東
京

１
４
神
奈
川

４
４
大
分

２
３
愛
知

４
１
佐
賀

２
６
京
都

２
９
奈
良

２
０
⾧
野

０
１
北
海
道

４
７
沖
縄

１
１
埼
玉

３
２
島
根

３
８
愛
媛

NHS後に精密検査機関を受診した0歳児数/ 都道府県別出生数

平均 = 0.47%
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図２

都道府県別出生数に対するNHS後の耳鼻咽喉科精密聴力検査機関受診児数(%) ＊refer率に近似
1. 出生数は総務省統計局の数値を使用した。
2. refer率=refer児数/スクリーニング児数（事業として行われている自治体では0.4〜0.5%）。
3. スクリーニング後の耳鼻咽喉科受診児数／出生数は、refer率に近いが、分母が大きくなるため

に実際のrefer率よりも小さくなる。スクリーニング後の精密聴力検査機関受診児には、pass児
も含まれており、例外的にpass児の受診割合が多い都道府県は%が高い。

4. OAEで実施される児数が多いとreferとなる児数（分子）が増えて率が高くなる可能性がある。
5. 伝音難聴を除外しきれていないと、referとなる児数が増えて率が高くなる可能性がある。
6. 2016年の全国平均は0.47%（少数のpass児を含む）。
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図３

都道府県別耳鼻咽喉科受診児数に対し両側難聴と診断された児数(%) ＊両側難聴発見率
1. OAEでのスクーニングﾞ実施が多い都道府県はrefer児が増加し発見率%が低い（分母が大きい）。
2. pass児の受診割合が多い都道府県は発見率%が低い（分母が大きい）。
3. 産科でreferだが、耳鼻咽喉科を受診せずドロップアウトすれば発見率%が高い（分母が小さい）。

精密聴力検査機関への紹介ルートが確立していない可能性がある。
4. 両側難聴の診断の不備、診断の遅れがあれば発見率%が低い（分子が小さい）。
5. 2016年の全国平均は26.2%で、4人に1人に近い。
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図４

都道府県別耳鼻咽喉科受診児数に対し療育開始した児数 (%) ＊療育開始率
1. 難聴と診断された児の中に療育を開始した児がいるため、図３の割合よりは低くなるはず。
2. pass児の受診割合が多い都道府県は療育開始率%が低い（分母が大きい）が、正常を多く取り込

み保護者の心理不安が増す可能性あり。
3. 耳鼻咽喉科を受診しても診断までにドロップアウトすれば療育開始%が低い（分子が小さい）。
4. 両側難聴の診断の遅れがあれば、療育開始の遅れにつながる（分子が小さい）。
5. 2016年の全国平均は16.2%（10%のpass児が含まれる）。


